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Ⅲ．着実な社会資本の整備に向けた取り組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国圏広域地方計画の策定 

 国土形成計画(全国計画、平成２０年７月４日閣議決定)で示された基本方針を

踏まえ、８月７日に設立された国の地方支分部局、四国４県、経済団体等２９機

関で組織される四国圏広域地方計画協議会において四国圏広域地方計画の策定を

行います。 
 
 ※四国圏広域地方計画：２１世紀前半期を展望しつつ、今後概ね１０カ年間に

おける四国圏の国土形成に関する基本的な方針、目標及び広域の見地から必要と

認められる主要な施策を示すもの。 

～ 地域の強みを活かし、圏域全体の連携によって自立的に発展する 

「癒やしと輝きのくに」四国の創造に向けて ～ 

■四国圏の発展にむけた目標 

  ●安全・安心を基盤に、快適な暮らしを実感できる四国 
～心穏やかに暮らせるやすらぎの実現～ 

  ●地域に根ざした産業が集積し、競争力を発揮する四国 
～グローバル化を生き抜く産業群の形成～ 

  ●歴史・文化、風土を活かした個性ある地域づくりを進め、人をひきつける四国 
～おもてなしの心あふれた癒やしの実現～ 

  ●東アジアをはじめ、広域的に交流を深める四国 
～進取の息吹きを与える交流の創出～ 

  ●中山間地域・半島部・島しょ部等や都市が補完し活力あふれる四国 
～農山漁村と都市の共生～ 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年 4 月）」に基づき、四国

の公共工事の品質確保に向けた取り組みを積極的に実施します。 

公共事業の品質確保等の促進 

○ 総合評価方式の拡大 
平成 18 年度から原則すべての工事において実施している、一般競争入札かつ総合評価

方式による発注を、継続して推進するとともに、取り組みの遅れている市町村の総合評価

方式の導入拡大に向けて積極的に支援します。 

○ 多様な入札契約の試行 
平成 18 年度より試行実施している「新たな実験計画（社会実験）」については、その検

証を踏まえつつ引き続き計画的に推進するとともに、地元企業の育成などを目的とした

「地元企業活用審査型総合評価方式」など、多様な入札契約の試行拡大を図ります。

○ 調査設計業務の取り組み 
簡易公募型（競争入札・プロポーザル）方式による発注を推進するとともに、総合評価

方式による発注の試行を拡大します。 

また、発注者・建設コンサルタント・工事施工者の三者による「設計施工調整会議」の

実施・検証により、コンサルタント業務における品質確保の推進を図ります。 

○ コスト構造改善の推進 
平成 20 年度から新たに導入した、維持管理費や事業便益も考慮した「総合的なコスト

構造改善」を計画的に推進します。 




